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の対立が気候変動分野にも飛び火してし
まう可能性もあり得、米中間が今後どうなっ
ていくのか、ということはこの地域にとっても
非常に重要になってくる。

今回の話をまとめると、1つは基本的に
温暖化を止めるためにはネットゼロしかな
く、アジアの国々、中国、日本、韓国といっ
た国も含めて、多くの国がネットゼロの実現
に取り組む姿勢を出していることである。

次に、この実現に向けて、エネルギー構
造の大転換が必要になるが、北東アジア
における高い化石燃料依存や域内での
エネルギーネットワーク、送電網やパイプラ
インが十分発展していないということが足
かせになってしまう。

また、こうしたことは逆に協力の今後の
糸口にもなる。天然ガスや再生エネルギー
由来の電力、さらには水素、レアメタル等に
ついてはより安定的に供給するような形に
向けた協力は、北東アジアが目指していく
べき方向だ。ただし、米中対立はそうした
方向性に影を投げかける可能性があるの
で、今後は注意して見ていく必要がある。

1．�中国におけるエネルギーの
現状

中国は世界最大のエネルギー生産国
かつ消費国である。2019年の中国のエネ
ルギー消費量は石炭換算で48.6億トンで
あり、世界全体の24％を占めた。一方、国
内生産は39.7億トンであり、エネルギーの
海外依存度は18.3％となった。2019年に
おいて石炭が中国のエネルギー消費量全
体に占める割合は57.6％と圧倒的に大き
かったが、天然ガスや再生可能エネルギー

も急速に伸びている。つまり、エネルギー転
換が加速し、石炭の割合は減少し、天然
ガスや再生可能エネルギーの割合が増加
している。また、総生産量に占める石炭火
力発電の割合は64.7％であり、OECD 平
均の22.2％や世界全体での36.4％を大きく
上回った（図1、2）。

中国は太陽光発電や風力発電の設備
能力も世界で最も大きく、過去10年の成
長が極めて著しかった。その一方で、中
国は世界最大の CO2排出国でもあり、BP

社の統計によると、2019年の排出量は
9.8GtCO2であり、世界全体の28.8％を占
めた。

2．中国のエネルギー開発政策
中国は、クリーン・低炭素・安全かつ効率

的なエネルギーシステムを実現し、エネル
ギー安全保障とパリ協定の目標達成を実
現することを基本方針として、エネルギー
転換に取り組んでいる。2020年9月22日の
第75回国連総会の一般討論および同年

中国のエネルギー政策と北東アジア協力
中国国家発展改革委員会エネルギー研究所副所長
高世憲

3rdステージ　パネルディスカッション

図9　再生可能エネルギー拡大とエネルギー安全保障：レアアースとコバルト

図10　再生可能エネルギー拡大とエネルギー安全保障：リチウム
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12月12日の世界気候サミットにおいて習近
平国家主席が表明した中国のエネルギー
転換目標は以下に整理できる。
• 2030年までに CO2排出量をピークアウト
し、2060年までにカーボンニュートラルを
達成する。

• 2030年までに GDP 当たりの CO2排出
量を2005年比で65％以上削減する。

• 2030年までに一次エネルギー消費に占
める非化石燃料の割合を約25％に引き
上げる。

• 2030年までに風力・太陽光発電の総設
備能力を1.2TW 以上にする。

• 2030年までに森林資源量を2005年比
で60億㎥増加させる。
今後の中国のエネルギー開発はどのよ

うに進められていくか。国際エネルギー機
関（IEA）は、エネルギー消費構成が変
化し、2019～2040年に石炭が減少し、ガ
スと再生可能エネルギーが増加すると予
測している。この期間に石炭消費量が減
少する。「公表政策シナリオ」においても、

「持続可能な開発シナリオ」においても、
石炭需要は2019年よりも少なくなることが
示されている。発電に関しては、2019～
2040年に石炭火力発電が激減する。石
炭火力発電の石炭量は、持続可能な開
発シナリオでは2019年に比べて減少する

（表）。
クリーン・低炭素・安全かつ効率的なエ

ネルギー転換への行動とは何か。これは、
供給面から見ると、クリーンかつ低炭素、

そして電力源を複数持つ補完的なエネル
ギー供給システムの確立を意味する。具
体的には以下のとおりである。
• 非化石燃料の経済的・効率的な開発と

利用の促進。
• 化石燃料の構成の最適化とエネル
ギー安全保障の保証。

• 電力系統と石油・ガスの安全備蓄規模
の総合調整能力の向上。

• インフラの相互接続と情報共有ネット
ワークの構築。
需要面から見ると、これは、高品質・共

有・経済的かつ効率的なエネルギー消費
システムの確立を意味する。具体的には
以下のとおりである。
• 総エネルギー消費量とエネルギー消費

原単位の「ダブルコントロール」を行う。
• エネルギー消費構造の最適化とアップ
グレードを促進し、効率的なグリーンエネ
ルギー活用モデルを新しく構築する。

• 産業革命を、産業用エネルギーの利用
について整理する機会だと捉える。

• グリーンビルディングを核にして、建物の
エネルギー消費量増加によるロックイン
効果を断ち切る。

• 活用方法の最適化と技術の進歩に着
目し、石油に頼らない輸送を実現する。

• 発展的方策を導入し、総合的なエネル
ギーサービスの新しいモデル構築を目
指す。

3．�北東アジアにおけるエネルギー
協力

原則として中国はエネルギー安全保障
を実現できるよう、多様かつオープンで互
恵的な国際エネルギー協力システムを構
築していく必要がある。具体的には以下の
とおりである。
• エネルギーインフラの相互接続を強化

する。
• 水素エネルギー、CCUS、再生可能エネ
ルギー設備・資材・技術などの分野にお
けるエネルギー技術協力を強化する。

• グローバルエネルギーガバナンスシステ
ムの再構築を加速化させる。 

4．まとめ
中国は世界最大のエネルギー消費国・

生産国・CO2排出国であり、エネルギー転

2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

消費（Mtce） 1470 2614 3606 3870 4021 4169 4258 4299 4358 4490 4640 4860

生産（Mtce） 1386 2290 3121 3402 3510 3588 3619 3615 3460 3590 3770 3970

世界での割合 10.5% 14.9% 19.6% 20.8% 21.9% 22.4% 22.9% 22.9% 23.0% 23.3% 23.6% 24.0%

海外依存度 5.7% 12.4% 13.5% 12.1% 12.7% 13.9% 15.0% 15.9% 20.6% 20.0% 18.8% 18.3%
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図1　中国のエネルギー消費と生産の推移（2000-2019）

中国 アメリカ インド ロシア 日本 カナダ ドイツ ブラジル 韓国 イラン 世界 OECD

再生可能 4.7% 6.2% 3.5% 0.1% 5.9% 3.7% 16.1% 16.3% 2.3% 0.0% 5.0% 7.2%

水力 8.0% 2.6% 4.2% 5.8% 3.5% 24.0% 1.4% 28.7% 0.2% 2.1% 6.4% 5.3%

原子力 2.2% 8.0% 1.2% 6.3% 3.1% 6.3% 5.1% 1.2% 10.5% 0.5% 4.3% 7.6%

石炭 57.6% 12.0% 54.7% 12.2% 26.3% 3.9% 17.5% 5.3% 27.8% 0.4% 27.0% 13.8%

天然ガス 7.8% 32.2% 6.3% 53.7% 20.8% 30.5% 24.3% 10.4% 16.3% 65.2% 24.2% 27.8%

石油 19.7% 39.1% 30.1% 22.0% 40.3% 31.7% 35.6% 38.1% 42.9% 31.8% 33.1% 38.4%
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図2　中国のエネルギー構成と国際比較
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換を大きく推し進めている。中国では炭素
強度が高いエネルギーである石炭が圧倒
的な割合を占めているが、高炭素エネル
ギーから低炭素・ゼロ炭素エネルギーへの
転換やエネルギー効率の向上において大
きな進歩を遂げている。しかし、中国はパ
リ協定に準じた NDC の目標を達成すると
いう大きな課題にも直面している。2030年
および2060年の CO2排出量の原単位、
2030年の一次エネルギー消費に占める非
化石燃料の割合、そして風力・太陽光の
総設備能力などの目標達成は今後の課題
となるであろう。

北東アジアにおけるエネルギー協力で
は、エネルギー安全保障の維持やパリ協
定の目標達成など、エネルギー分野の多く
の領域で協力が可能である。

国連環境計画（UNEP）の最新の評
価によると、パリ協定の1.5℃目標もしくは
2℃目標の実現に必要となる温室効果ガス

（GHG）排出量削減量と、同協定加盟各
国の NDC目標合計の間に大きな差が生
じている。NDC がこのまま実施された場
合、パリ協定の削減目標との差は、1.5℃目
標では32GtCO2e（二酸化炭素換算量）、
2℃目標では15GtCO2e 相当となる。これに
対して2019年の世界全体のGHG総排出
量は36.44Gt 相当であった。そのため、各
国の取り組みの強化が求められている。

モンゴルは、GHG 排出量自体は比較的
少ないが、GDP 当たりの排出量と人口一
人当たりの排出量では世界のトップ10に
入る。2019年の人口一人当たりの排出量
は世界平均で4.75トンであるのに対し、モ
ンゴルは20.31トンで第8位の排出国となっ
た。モンゴルは、INDC（自国が決定する

貢献案）では2030年までに BAU シナリ
オから14％排出削減する目標を掲げてい
たが、協定締結後に目標値を引き上げ、
2030年までに趨勢型シナリオから無条件
で22.7％排出削減し、廃棄物発電政策や
革新的な施策の実施による条件の下で最
大27.2％削減目標を上げるNDCを表明し
た。さらに、炭酸ガス吸収森林の活用、草
地の劣化防止、森林破壊の防止などの取
り組みがうまく進めば、45％近くの削減も可
能となる（図）。

GHG 排 出 量 削 減のほぼ 半 分を担
うことになるのはエネルギー部門であり

（49.4％）、全体の3分の1の削減を担うこ
とになる農業（31.3％）がこれに続いた。工
業、輸送、建設部門の GHG 排出削減量
はそれぞれ全体の7.6％、6.2％、4.9％にな
ると予測されている。エネルギー部門にお
けるGHG 排出削減は、再生可能エネル

ギーの活用とエネルギー生産の効率化に
よって達成される（表）。

2030年までにモンゴルに導入される再
生可能エネルギー容量は、水力、太陽光、
風力を含め1356MW に達する。これは、
現在のモンゴルの総発電容量にほぼ等し
い。日本の二国間クレジット制度（JCM）
はモンゴルのクリーンエネルギー開発に大
きく貢献しており、これまで導入された再生
可能エネルギー容量の272.7MW のうち、
16％にあたる37.7MW がこの制度の下で
実施された。

モンゴル・エネルギー省によれば、風力
発電容量は現在の155MW から2030年
には320MW へと2倍以上になると期待さ
れている。既存の水力発電容量は他の再
生可能エネルギーに比べて比較的小さい
が（23MW）、2030年までに686MW へと
増強をさせていく。しかし、2030年までに

モンゴルのパリ協定に対するNDCとエネルギー分野
モンゴル環境観光省気候変動特使
バトジャルガル・ザンバ

表　電力分野における中国のエネルギー転換

出所：IEA WEO-2020

公表政策シナリオ

2019 2030 2040 年平均成長率（%）
2019‒30 2019‒40

総発電量、TWh 7,518 9,952 12,023 2.6 2.3

割 合

石炭 65 52 42 0.5 0.1
石油 0 0 0 -7.0 -6.3
天然ガス 3 5 6 7.0 5.4
原子力 5 7 8 5.8 4.9
再生可能 27 36 44 5.4 4.7
水力 17 14 13 0.8 1.0
バイオエネルギー 2 3 3 7.7 5.5
風力 5 10 13 8.3 6.6
地熱 0 0 0 28.8 23.1
太陽光 3 9 14 14.0 10.2
集光型太陽熱 0 0 0 18.2 14.6
海洋 ‒ 0 0 39.6 26.3

持続可能な開発シナリオ

2019 2030 2040 年平均複利成長率（%）
2019‒30 2019‒40

総発電量、TWh 7,518 9,317 10,951 2.0 1.8

割 合

石炭 65 35 13 -3.7 -5.7
石油 0 0 0 -4.8 -12.0
天然ガス 3 6 6 8.0 4.9
原子力 5 8 11 7.7 6.1
再生可能 27 50 70 7.9 6.5
水力 17 16 16 1.6 1.4
バイオエネルギー 2 4 5 9.3 7.1
風力 5 15 21 11.6 8.5
地熱 0 0 0 38.0 25.3
太陽光 3 16 27 18.6 13.1
集光型太陽熱 0 0 1 25.1 21.6
海洋 ‒ 0 0 33.5 21.9
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稼働を目指している最大規模（315MW）
の水力発電所 Egiin Gol が国境を越え
て環境へ与える影響が懸念されたままで
ある。太陽光発電への期待は大きく、設
備容量を現在の105MW から2030年に
は335MW に増強する。また、他の生産

設備と組み合わせる形で太陽光発電所
が建設されており、政府はこうした動きをさ
らに推し進めていく。具体的な事例として
は、JCM 事業としてウランバートル郊外の
12.7MW の太陽光発電所に果物や野菜
の温室生産設備が建設された。 

また、モンゴルは自然環境の保護区域を
国土の25〜30％に拡大し、排出削減のシ
ナジー効果がある生態系を維持しながら、
削減・適応目標の実現を進めていく。気
候変動とNDC目標の達成に対応するた
めに国土をどのくらい保護しているかという
ことに関する世界自然保護基金の評価に
おいてモンゴルは5点満点中4.5点を獲得
し、130カ国の中でトップの国として評価さ
れた。気候変動への適応にはコストがか
かるため、モンゴルは地域社会の対応能
力をさらに高め、持続可能な生活を支援し
ながら、削減策へのシナジー効果を期待で
きる適応策を優先的に行っている。モンゴ
ルにとって水は非常に重要な課題である。
そのため、政府は自然が作った形状を利
用したカスケード状の貯水池に氷河や雪
溶け水を集めることで、異常気象による洪
水被害の防止や干ばつ時の安定給水が
できるよう計画の策定を進めている。

これらの対策はモンゴルの経済・社会
面を包括する中長期開発戦略・計画に反
映されている。また、今世紀後半にはネッ
トゼロ排出の達成や気候変動に柔軟に
対応する社会を実現できるよう、ロードマッ
プの策定を進めている。最近承認された
「国家長期開発ビジョン2050」では、第1
期（2020～2025年）に喫緊の課題に取り
組み、第2期（2026～2030年）にはブラウ
ン経済からグリーン経済へと移行し、第3期

（2031～2040年）にはグリーン経済の基
盤を確立し、第4期（2041～2050年）でグ
リーン経済を実現するという国の戦略目標
が打ち出された。モンゴルの国家長期開
発ビジョンで定められている計画措置は、
後続政権の政治的意志と公約によってい
ずれも実現可能である。

表　モンゴルのエネルギー部門別 GHG 排出削減目標（1,000トン CO2e)

出所：Mongolia NDC, 2019

2015 2020 2025 2030
ベースラインシナリオ 18,301.1 24,998.5 32,018.3 38,837.3
削減シナリオ 18,301.1 22,089.9 25,433.6 27,572.7
排出削減量：計 ‒ 2,908.6 6,584.7 11,264.6
　1　エネルギー消費：計 ‒ 978.1 2,261.1 2,924.1
　　　建設 ‒ 603.3 699.9 830.1
　　　工業 ‒ 306.0 782.1 1,045.2
　　　輸送 ‒ 68.8 779.1 1,048.8
　2　エネルギー供給：計 ‒ 1,930.5 4,323.6 8,340.5
　　　再生可能エネルギーの使用 ‒ 221.3 1,055.0 2,968.7
　　　エネルギー効率改善 ‒ 1,709.2 3,268.6 5,371.8
排出削減量比率、％ ‒ 11.6% 20.6% 29.0%
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韓国のエネルギー転換政策の基本方
針と目標について報告する。

韓国のエネルギー転換計画の基礎とな
る「エネルギーマスタープラン」は、持続
可能な成長を実現し国民の生活の質を向
上させることを目指している。以下では、
エネルギーの利用構造、電力分野、エネ
ルギー供給システムの観点からマスタープ
ランの要点を見ていく。

韓国のエネルギー転換の構想は電力
エネルギーミックスの変更だけでなく、消
費、供給、輸送、産業などのエネルギー
システムの構成要素を革新することも目的
としているということを強調しておきたい。
このことを、需要管理、電力分野におけ
る燃料の転換、輸送分野のクリーンモビリ
ティーなどの中核的な政策課題に焦点を
当ててみていこう。

韓国はいまだにエネルギー集約型の産
業に大きく依存しているため、GDPとエネ
ルギー消費のデカップリングポイントに到達
していない。そこで、エネルギー転換政
策を導入することで、2027年頃にはデカッ
プリングポイントに到達することを目指して
いる。長期的なエネルギー需要の削減の
ため、エネルギー効率を優先目標としてい
る（図1）。

エネルギーの需要管理の面では、エ
ネルギー消費構造を革新し、最終エネ
ルギー消費量を趨勢型シナリオ（BAU: 
business-as-usual）の 場 合 に 比 べ て
18.6％削減する予定である。また、最終
エネルギー消費原単位については2017
年比で38％改善する計画である（表）。

温室効果ガス（GHG）の排出量につい
ては、韓国は2030年までに BAU で予測
される850.8Mtoe 排出量から37％少ない
536Mtoe（石油換算で100万トン）を目指
している。また、国内の削減目標を25.7％
から32.5％へと引き上げた。

電力エネルギーミックスの移行はエネ
ルギー転換政策の中核をなすものであり、
2017年時点で5.6％にとどまっていたエネル
ギーミックスに占める再生可能エネルギー
の割合を2040年までに30～35％程度に
引き上げることを計画している。原子力の
割合は2017年の26.5％から2040年には
19.3％に低下する（図2）と予測される。

エネルギー供給面では、再生可能エネ
ルギーがエネルギーミックスの重要な役割
を果たすように化石エネルギー源の代替
が進められている。韓国政府は再生可
能エネルギーの能力を高めるため、2040
年までに再生可能エネルギーの設備を
103GW 以上に増強する計画である。具
体的には2030年までに太陽光や風力によ

る48.7GW の新規発電設備を建設する
予定である。

また、既存の中央集権型エネルギーシ
ステムを分散型システムに置き換え、電力
供給ミックスにおける分散型電力の割合を
2040年には30％に増加する予定である。

韓国のプランのもう一つの大きな目的
は、水素経済を構築することにある。韓
国は、水素エネルギーがエネルギーの転
換や再生可能エネルギーの季節変動の
課題克服に大きく貢献すると考えている。
政府は水素の供給量を2040年までに500
万トンに拡大させる計画である。

COVID-19は国家経済に影響を及ぼし
ている。この危機を克服し低炭素経済へ
の移行を加速させるため、韓国政府は昨

韓国のエネルギー大転換とエネルギー安全保障に関する
国家政策（パリ協定目標達成に向けた地域協力の観点から）
韓国エネルギー経済研究所（KEEI）国際エネルギー協力グループ上級研究員
梁義錫（ヤン・ウィソク）
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第3次エネルギー基本計画の目標需要（百万TOE、最終エネルギー基準、原材料費消費を除く）

GDP見通し（兆ウォン）

2017           2020                         2025                        2030                          2035                   2040

2027年以降のGDP↑
エネルギー消費↓

図1　韓国の GDP 成長率とエネルギー消費目標

表　エネルギーの需要管理目標 (2017-2040)

出所：The Third Energy Master Plan of Korea (2019年)

2017 2030 2035 2040
年平均成長率（%）

’17～’30 ’30～’40 ’17～’40

BAU 需要（Mtoe） 176 205 209 211 1.2 0.3 0.8

目標需要（Mtoe） 176 175 173 172 0.0 -0.2 -0.1

削減率（%） ‒ 14.4 17.2 18.6 ‒ ‒ ‒
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年7月、「コリアンニューディール」と呼ばれ
る持続可能な復興政策を打ち出した。こ
れは（i）デジタルニューディールと（ii）グ
リーンニューディールという2つの主要政策
分野によって構成されている。

グリーンニューディールでは特に次の3
分野に焦点が当てられている。
• インフラのグリーン転換
• 低炭素・分散型エネルギー
• グリーン産業におけるイノベーション

韓国政府は、グリーンニューディール政
策によってインフラのグリーン転換が加速
され、低炭素経済が促進されることで、
韓国がグリーン社会に移行していくことを
期待している。この政策は、研究開発や
試験的プロジェクトの拡大、追加的な金
融支援の実施によって、再生可能エネル
ギーの分野を育成していくためのものでも
ある。ただし、政府は石炭火力発電や従
来型のエネルギー源の使用削減によって

課題が生じる地域では、適切な移行を進
めることを目指している点についても指摘し
ておきたい。

北東アジア諸国は、これまでも石油や
天然ガスなど、地域のエネルギー安全保
障に寄与するエネルギー協力課題を解決
してきた。いくつか事例を挙げておく。
• 石油・ガスの輸入源を多様化し、備蓄
を拡大する。

• 北東アジアの天然ガス協力を促進する。
• 北東アジアスーパーグリッドを構築する
（共同研究）。
まさに今、パリ協定の目標達成に向け

た環境の変化に対応できるよう、北東アジ
ア諸国で協力をさらに拡充していく時期が
来ている。あらゆる中核的技術を開発して
北東アジア地域に水素サプライチェーンを
構築することが協力分野としてふさわしい
と考えられる。そこで北東アジアのエネル
ギー協力における新たな協力の柱として、
水素についての課題を加えることを提案し
たい。今回の議論が、北東アジア諸国の
よりクリーンで持続可能な成長への道のり
に貢献することを願っている。

１．ロシアの二酸化炭素排出量
ロシアは、国連気候変動枠組条約にお

いて合意されたパリ協定に関する2019年
9月21日付ロシア連邦政府令第1228号を
採択した。

ロシアは、中国、アメリカ、インドに次い
で世界第4位の二酸化炭素（CO2）排出
国である（図1）。2019年のロシアの CO2

総排出量は16億7800立万メートルトンであ
り、世界全体の排出量（33Gt）の5％を占
めた（IEA, 2019）。

2．�エネルギー政策における優先
課題

「ロシアにおける2035年までのエネ
ルギー戦 略 」（「 エネルギー戦 略 」。
Government of Russia, 2020）は、環境
とエネルギー安全保障がロシアのエネル
ギー戦略にとって優先課題となっている。
一方で、ロシアは、国益、資源ポテンシャ
ル、そして国連総会の SDGs の達成の必
要性に基づき、世界市場に炭化水素を供
給することで世界のエネルギー安全保障
に大きく貢献している。

ロシアのエネルギー政策の優先課題
の主要指標は以下の通りである（UPS, 
2018; Government of Russia, 2020）。
1）2035年まで4億9000万 ～5億5500万
トンの石油・ガスコンデンセート生産を確保
（2018年は5億5570万トン）、2）2035年
まで8600億～1兆1000億㎥のガス生産を
確保（同7276億㎥）、3）2035年までは4
億8500～6億6800万トンの石炭生産を確
保（同4億3930万トン）、4）2035年まで統
一電力システムの発電設備容量を251～
264GW で維持（同243.2GW）。

ロシアの国家エネルギー安全保障、パリ協定の気候変動
目標の達成、北東アジアのエネルギー協力に関する政策
ロシア科学アカデミーシベリア支部エネルギーシステム研究所国内電力網研究室長
ポドコバルニコフ・セルゲイ

出所：The Third Basic Energy Plan for 2040 （2019年）
注：2030年の見通しは、第8次基本計画の電力需給（自国の新規・再生可能エネルギーの利用は含まない）に基づく。
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世界の経済大国の中でもロシアは最も
環境に優しい（低炭素）燃料・エネルギー
産業をもつ国の一つであり、発電の3分の
1以上は原子力や水力などの再生可能エ
ネルギー、残りの半分は天然ガスによる。

3．脱炭素・低炭素発電
ロシアの主たる再生エネルギーは水力

であり、水力および再生可能エネルギーに
よる発電は発電量全体の約21％を占めて
いる。2019年において統一電力システム
全体に占めるカーボンフリーの水力発電と
原子力発電の比率は33.2％であった。ま
た、電力源構成において低炭素ガス火
力のシェアは46.4％で、残りの20.4％は石
炭火力であった。シベリアでは、石炭火
力の割合が50％にのぼる。残りは水力発
電（49％）とガス火力発電（1％）である。
極東の状況は若干異なり、石炭発電が
40.5％、ガス火力が18％、水力が41.5％で
ある（図2）。

2035年にはロシア全体で、化石燃料の
割合が減少し、カーボンフリーの原子力と
水力の割合が35％へ増加する。シベリア
では石炭発電がやや減少し、全体の半
分以下（47％）になる見込みである。極東
では環境負荷が少ない低炭素の発電方
式への変化が期待される。石炭火力の
割合が減少し、ガスおよび水力の割合が
増加する（図3）。

政府の電力供給契約（PSA）による
卸売市場参入支援により、NRES（New 

Renewable Energy Source）への投資
の機運が高まっている。PSA は、2024年

までに5GW 以上、2024～2035年にはさ
らに10GW 以上の NRES の導入に貢献
するであろう1。また、太陽光と風力による
発電用設備の建設に関連したハイテク機
器・技術サービスの市場が国内で成長し
ている。国内の大学では、再生可能エネ
ルギー施設の建設・設計・運用の専門家
が育成されている。

ロシアの水力発電のポテンシャルは全
世界の9％程度であり、大きな開発のチャ
ンスがある。水力資源の賦存はロシアの
アジア地域に偏っている。例えば、シベ
リアの従来型水力発電資源の技術潜在
力は757TWh/ 年である。水力発電研
究所の推定では、2050年までに24GW
の発電設備容量と100TWh/ 年以上の
発電量の水力発電所がシベリアに設置

1 https://ac.gov.ru/uploads/2-Publications/TEK_annual/TEK.2019.pdf.

出所：Statista (https://www.statista.com/statistics/270499/co2-emissions-in-selected-countries/)
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図1　各国の2019年の二酸化炭素排出量（100万メートルトン）
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出所：Government of Russia (2020)

116

1.6 3.8

52.4

26
5.6

54.7

28 5

35.2

0

50

100

150

200

250

300

ロシア全体 シベリア 極東

ガス火力 石炭火力 水力・再生 原子力

図3　2035年の電力源構成（基礎シナリオ）、GW

ERINA REPORT PLUS No.160 2021 JUNE



2021北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　3rdステージ　日露エネルギー・環境対話―パリ協定と北東アジアのエネルギー安全保障

46 ERINA REPORT PLUS

される可能性がある。また、極東の潜在
的な水力発電量は684TWh/ 年であり、
2050年までに、約13GW の発電容量と
約55TWh/ 年の発電量の水力発電所が
設置される可能性がある2。極東に設置さ
れるトゥグル潮力発電所では、非在来型
の水力発電資源が利用されるかもしれない

（Belyaev et al., 2018）。
水素エネルギーは、長期的に有望な

カーボンフリー技術である。現在、主に化
学・石油化学産業で使用されている水素
は、将来的には炭化水素系のエネルギー
キャリアを代替し、「水素経済」を形成す
る可能性がある。ロシアの水素生産の可
能性は大きい。さらに、CCUS の化石燃
料の利用への長期的な影響も特にロシア
では大きい可能性がある（Government 
of Russia, 2020）。

ロシアではエネルギー分野における環
境保護と気候変動への対応でさまざまな
取り組みが行われてきた。特に鉱業で環
境要件が強化されている。企業に石油ガ
ス利用の効率化を促す施策が策定され
た。国際基準に合致し、環境特性が改
善された自動車燃料の生産と消費を促進
する施策が実施されている。石炭産業を
再構築する一連の取り組みの中で、土地
の埋め立てや環境状況の改善が行われ
ている。

4．�北東アジアにおけるロシアの
エネルギー協力 

ロシアのエネルギー部門は、国家安全
保障と社会経済発展に大きく貢献してい
る。また、国連総会で承認された SDGs

を踏まえて、特に北東アジアにおけるエネ
ルギー協力に参加することで、世界のエ
ネルギー・環境安全保障にも大きく貢献し
ている。

ロシアは石油、石炭、電力、そして低
炭素エネルギーであるガスなどのエネル
ギー資源の最大輸出国の一つである。
2019年のパイプラインによるガス輸出は2
兆210億㎥、液化ガスは3350万トンに達し
た（ロシア税関庁）。「エネルギー戦略」
では、2035年までにパイプラインガスの
輸出量が2550～3000億㎥、液化ガスが
8000～1億4000万トンに増加すると考えら
れている。「シベリアの力」パイプラインに
よるロシアから東アジア（中国）へのガス
輸出は既に始まっている。これが2022年
にフル稼働した場合、輸出量は380億㎥
となる3。2019年の LNG 輸出は、日本向
けが630万トン、中国（台湾を含む）向け
が440万トン、韓国向けが240万トンであっ
た。2019年にロシアはモンゴルからわずか
な量の電力を輸入したが、この輸入はモ
ンゴルの電力系統の運用状況に起因した
ものである。

「エネルギー戦略」によると、現在、ロシ
アのエネルギー輸出においてアジア太平
洋地域が27％を占めている。これが2024
年には40％、2035年には50％になると予
測される。

ロシアはカーボンフリーの原子力技術を
積極的に開発するだけでなく、世界中に
輸出している。ロシアは、インド、ベラルー
シ、中国の原子力発電所建設に関与して
いる。また、バングラデシュ、フィンランド、
ハンガリー、エジプト、ウズベキスタンなどで

も原子力発電所の建設協定を締結した。
ロスアトムは海外で36基の原子力発電所
の建設を受注している4。

近年、ロシアが重要な役割を果たすと
期待されている北東アジアの電力系統の
国家間相互接続と市場形成の課題につ
いて研究が行われている。私たちの研究
では、北東アジア諸国の電力系統統合に
よる実質的な利益の可能性が示されてい
る（Podkovalnikov et al., 2015）。特に、
北東アジア電力ネットワークの形成は、運
用や拡張に掛かる費用（国家間の電力網
インフラの費用を考慮）を年間240億米ド
ル節約し、最大65GW の発電容量とおよ
そ800億米ドルの投資額を節約することが
可能である。送電網全体での燃料費の
削減は年間約100億米ドルに達する。北
東アジア地域の電力の国際取引は、年間
400TWh に達する。集中的な電力取引
には、大規模な国家間大量送電インフラ
の整備が必要となる。北東アジアの国家
間電力相互接続への全参加国が利益を
得る。これは、参加各国の視点から見て
もこの送電網が経済的に実現可能である
ことを意味する。北東アジアの送電網は
再生可能エネルギーの展開を促進し、こ
の地域の石炭火力発電所に取って代わる
ことになる。

ロシアは特にアジア地域に有益な水力
発電資源を有しており、この資源を活用
した環境に優しいカーボンフリーの発電力
を、国内需要をだけでなく北東アジアの電
力市場にも供給できる。
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北極資源開発は既に北東アジア各国
の協力が実現している分野である。例え
ばヤマル LNGプロジェクトには中国や日
本が参画している。パリ協定を考えると、
将来的に石油・天然ガスが本当に必要な
のか、という疑問も出てくるだろう。それら
も含め、北極資源開発におけるロシアの
課題を見ていく。

欧米制裁下にも関わらず、ロシアが
進めている開発プロジェクトは多い（図
1）。日本は2019年からNOVATEK の
Arctic LNG-2プロジェクトに参画してい
る。JOGMEC の試算では、北極海沿岸
国の中で、ロシアの天然ガスの埋蔵量が
群を抜いて大きく、石油換算では、サウジ
アラビアの原油埋蔵量を上回ると考えら
れる。ノヴァク・エネルギー大臣は昨年、
2025年までに LNG の総生産能力を世界
第3位、0.68億トン以上に拡大する目標を
示した。

ロシアが抱える2つの課題を紹介する。
第1に、ロシアの原油生産量は世界最

大であるが、今後は減少していく。これを
バックアップするために新規開発が必要に
なる。

もう1つは、過去30年間にわたって世界

の約23％のシェアを占めていたロシアの天
然ガス生産が、足下では17.3％に低下し
ている。そのため北極海資源開発が必要
であり、ロシア政府は様 な々優遇税制を敷
き、北極海の膨大な資源を開発しようとし
ている。

2007年から2020年に実施された北極
海の開発プロジェクトの中には、上手く行っ
ているものもある。例えば、ヤマル LNGプ
ロジェクトでは、Arctic LNG-2が外資誘
致に成功している。一方、シュトックマンガ
ス田プロジェクトからは外資が撤退した。

北極海の資源開発は、その経済性より
も政治と油価から受ける影響が大きく、油
価が高くなければ実現できない。2007年
に油価が上昇し、2008年に142ドル、通
年では97ドルまで上昇した。プロジェクト
への欧米企業の参画は油価が112ドルに
なった2012年であった。しかし、油価が
低下すると、欧米企業の動きがなくなり、
制裁実施後は、外資が二の足を踏むとい
う状態にある。

実際、IEA は、油価が40ドルから100
ドルの際に、北極海の資源開発が可能
であると見ている。現在の平均的な油価
は70ドルで、足下では55ドルくらいだ。欧

米外資企業のプロジェクトへの参画は、
油価が70ドル以上で始まり、70ドルを下回
ると止まる。

もう１つの問題は天然ガスに関係する。
天然ガスの供給シェアが減っていく中で、
ロシアは LNG のプロジェクトに注力してい
る。世界最大と呼ばれ、ソ連時代に敷設
された西シベリアから欧州に向けてのパ
イプラインがあるが、それだけでは欧州の
市場しか取ることができない。「シベリアの
力」パイプラインは中国につながり、世界
市場を狙うには LNG の海上輸送が行わ
れることになる。シェアの低下を挽回する
ためには LNGプロジェクトが重要である。

サハリン-2におけるLNGプロジェクトは
2009年に開始した。2017年にはヤマル
LNGも動き出した。中国が大きなシェアを占
めている。一方で、欧州には中央アジアの
ガスは閉め出され、中国と欧州がロシアの
ガスを取り合っている。

次にパリ協定について見ていく。欧州が
中心となって進めているこの脱炭素化の
動きは、ロシアにとって大きな課題だが、正
味で排出量をゼロにする、つまり実質ゼロと
いうことなので、「石油天然ガスは使う」とい
うことになる。2050年に世界人口は100億
人となるが、そのためのエネルギーを水素
や再生可能エネルギーだけで満たすこと
はできない。欧州のベースラインのケースで
は化石燃料への依存は50％超となってい
る。CO2を地中に埋め、そこに植樹をして正
味排出量ゼロの実現を目指すことになる。
H2ケースでは、水素の利用が考えられて
いる。ロシアの石油天然ガスシェアのうち、
これまでドル箱であった欧州市場が占める
シェアが29.4％低下した。そこで、ロシアが
持てる選択肢の1つとして水素の輸出が
考えられている（図2）。

2040年の IEA の見通しでは、石油・ガ
ス需要は、2019年と比べて欧州では原

活発化する北極資源開発と包含する課題～日本も参画し
たアルクチクLNG-2を中心にその背景と意義を考える～
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 (JOGMEC) 調査部（併）ロシアグループ担当調査役
原田大輔

図1　北極における石油天然ガスポテンシャルと推進されているプロジェクト
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油が57％減、天然ガスは30％減となった。
中国の原油需要は増えないが、天然ガス
が2倍以上増えている。また、インドの原
油需要は1.65倍、天然ガス需要は3倍以
上増え、化石燃料の砦になる見通しが示
されている。

日本はロシアへのエネルギー依存を強
めている。2020年の財務省貿易統計を
見ると、日本の原油調達地域として、ロシ
アは4.1％を占めている。天然ガスはサハ
リン-2とヤマル LNG のスポットも入り、堅
調に伸びてきている。JOGMEC（日本）と
してもロシアのエネルギーは重要であるた
め、ヤマル LNG、アルクチクLNG-2にも
参画した。北極海資源プロジェクトの利点
は生産コストの低さにある。しかし、輸送
コストは高い。過酷な環境で開発コストも
かかるため、ロシア政府の優遇税制など
がなければ成り立たない。

一方で、日本、フランスの TOTAL、
中国もヤマル LNG に参入している。そ
の理由は、フランスの TOTALとして
NOVATEK の株主配当を得ること、中
国としてはこの LNGと「シベリアの力」パ
イプラインの価格を比べ、ロシアとの交渉
材料にできることにある。日本は、供給源
と供給ルートの多様化が図れる。日本もス
テークを持つことでそのシェアを増やすこと
ができる。

新しい協力としては、NOVATEK が
推進する北極海航路を使った新しいエネ
ルギー輸送スキームである。カムチャツカ
にターミナルを作り経済性を高めていく。こ
れにより日本や中国も輸送のハブになるの
で、北東アジアの位置づけが変わる可能
性がある。

ロシアは、脱炭素化の流れの中でも石
油・天然ガスの開発を進めている。減退し

ていく新規開発を吸収するために北極資
源開発を進めざるを得ない。

欧州で始まった水素エネルギーに対す
る動きに、その輸出を新たな商機として捉
えている。エネルギー安全保障上、日本と
しても、石油天然ガスだけでなく水素もロ
シアから買うことができることは重要だ。

現在の水素エネルギーのブームがいつ
までこれが続くのかは疑問がある。欧州
では新型コロナウイルスによって経済が減
退していく中で、水素エネルギー、エネル
ギーグリッドの統合が始まったが、コロナウ
イルスが収束した後もこの動きが継続する
かはわからない。

また、温暖化や気候変動問題に関連し
て、問題への注目がなくなればこの動きも
止まったり、あるいは、世界が二分したり
する可能性もある。インドは水素を使わな
いだろうし、中国の水素利用もどの程度の
ものかわからない。大国が石炭の使用を
継続する際に、世界は二分されるのだろう
か。

もう1つは、人口問題である。人間が増
えていく中ではエネルギー源を水素だけに
依存することはできない。再生可能エネル
ギーだけでは十分ではなく、化石燃料が
必要となる。昨年12月にロスネフチが「化
石燃料をクリーンに使うための技術に傾注
した方がいい」という戦略を出した。化石
燃料を環境にやさしいものにしていくため
に、CCS などを使って地中に埋めるという
ことだが、そういうことがポイントになってくる
と個人的には感じている。

新潟県は国内最大の石油天然ガス油
田を有しており、パイプラインもある。新潟は
日本の中で重要なエネルギー拠点になっ
ている。これからのカーボンニュートラル社
会でも我が国の重要なエネルギー拠点で
あり続けるため、積極的な取り組みを新潟
で実施していきたいと考えている。

令和2年10月、菅総理が2050年、カー
ボンニュートラル、脱炭素社会を目指すと
宣言した。新潟県としても、令和2年9月に
同様の2050年カーボンニュートラルの宣言
を行っている。

令和2年12月に「2050年カーボンニュー
トラルに伴うグリーン成長戦略」が国により

策定された。実行計画として、重点技術
分野別に2050年までの時間軸をもった工
程表を提示し、高い目標を目指した長期に
わたる技術の開発実証を2兆円の基金で
支援することとしている。2050年に発電電
力のうち再エネが50～60％を占める姿が
示されている。2050年のカーボンニュートラ

新潟県の再生可能・次世代エネルギー政策の概要
新潟県産業労働部産業振興課長
田中健人

図2　ロシアにとってのドル箱・欧州市場が進める脱炭素化政策
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ルの制限を受けて、それを加速していくこと
が求められている状況にある。

新潟県内の LNG の受け入れ基地か
らのガスパイライン網、火力発電所を示す

（図1）。
新潟県には、新潟港と直江津に LNG

受入基地があり、海外からLNG 船で輸送
されてきた LNGを受け入れ、貯蔵し、県内
各地の火力発電所や都市ガスで利用して
いるほか、長大なガスパイプラインにより関
東地方や東北地方などに供給している。

新潟のガス田から山形、福島、仙台
周辺への天然ガス供給が行われている。
2011年の東日本大震災発生時、津波によ
り仙台市ガス局の LNG 基地が被災し、機
能停止に陥ったが、新潟―仙台パイプライ
ンにより新潟から代替供給することができ、
早期のエネルギー復旧につながった。こう
した県内のインフラや資源を活用すること
が重要だ。今後、カーボンニュートラルの中
でどう生かしていくかが、ポイントになってく
ると考えている。

新潟県として力を入れていく分野は、1
つは洋上風力、2つ目は水素利活用の推
進、3つ目は新潟に佐渡、粟島という離島
があるが、そこを自然エネルギーの島とし
ていく構想を進める。この3点に力を入れて
いきたいと考えている。

洋上風力は、政府のグリーン成長戦略
でも重点分野として指定されており、2040

年に30～45ギガワットの導入の目標が示さ
れている。その中でこれまでは太陽光中心
で増えてきたが、適地が減っていく中で洋
上風力というのは最大の切り札として政府
も考えている。洋上風力は、北海道から青
森、秋田、山形、新潟県が適地となってい
る。このエリアでは電力網が弱い状況にあ
り、グリッドの問題、浮体式の洋上風力をど
う開発していくかが、洋上風力発電を進め
る際の課題となっている。

これを前提とした上で、新潟県でどう進

めていくかだが、長い海岸線があり、非
常にポテンシャルを持っている。新潟県が
行った調査では（図2）、オレンジのところが
着床式、緑の部分が浮体式のポテンシャ
ルのエリアとなっており、一定の可能性の
あることが示されている。

これを受け、新潟県で洋上風力導入拡
大のための研究会を開催した。村上市、
胎内市という新潟県の北部に位置する都
市の沖合で、現在着床式の洋上風力発
電の導入に向け地元の調整を行ってい
る。国による有望区域に選定された場合、
国と県と関係者で構成される協議会を開
催し、促進区域の指定に向けて、合意形
成を進めていく。

次に、水素エネルギーについて述べる。
今後、再エネ比率を引き上げていく上で
水素は再生可能エネルギーの貯蔵ができ
る。また燃料エネの代替ができるので非常
に期待されている分野だ。新潟県でもメタ
ンの燃焼や製造分野では鉄鋼での活用
などが期待されている。新潟県が有するエ
ネルギー拠点の地位を次世代エネルギー
である水素においても維持するため、様々
な施策に取り組んでいる。そういった意味
で、大きく水素の拠点化の推進、また水素
関連の産業の振興、水素の普及啓発を行
なっているところだが、特に力を入れている
のが水素の拠点化の推進だ。

カーボンニュートラルの実現に向けて水

図1

図2
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素利活用のエネルギー構造の展開に取り
組んでいくため、新潟県の地域特性を踏
まえた実証プロジェクトの検討、また長期
的な産業ビジョンの策定を行うため、新潟
カーボンニュートラル拠点化・水素利活用
促進協議会を1月に立ち上げた。この中
で、海外からの水素輸入についてもプロ
ジェクトの1つとして挙げられると現時点で
は考えている。

国土交通省は港湾で CO2削減を実
現するために、カーボンニュートラルポート

（CNP）の概念を打ち出しており、これを
検討する6地域の1つに新潟港が選出さ
れた。新潟県としても重要な物流産業拠
点である新潟港の新カーボンニュートラル

ポートの形成に向けて、港湾関連の事業
者を主な構成メンバーとする新潟港 CNP
検討会を国交省と合同で開催し、港湾に
おける次世代エネルギーの利活用の促進
や導入の課題などについて検討を進めて
いる。

最後に、自然エネルギーの島構想だが、
これは佐渡、粟島という新潟県の離島が
エネルギー供給の大部分を化石燃料に
依存しており、本土からの輸入に頼ってい
る。また電力の系統が独立しているため再
エネは導入しにくいという課題がある。環
境負荷の低減、エネルギー供給源の多様
化を目的として、電力会社、関連事業者と
連携して再エネ導入の取り組みを進めて

いく。今年度は島内での再エネ導入の可
能性を調査し、その電力を島内で最大限
活用する方法等を検討している。来年度、
さらに検討案を進化させ、構想を策定する
とともに、各関連事業者が島内で実施して
いるプロジェクトの事業化を支援する。

新潟県はこれまで LNG の受け入れ基
地として発展してきており、これを国内に送
るパイプラインを持っており、仙台や東京に
つながっている。将来的に水素を海外か
ら輸入することがあれば、受け入れ基地に
なりえると思うので、カーボンニュートラル社
会で関連国との連携を深めていきたいと
考えている。

ディスカッション

コーディネーター
パリ協定の1.5℃目標や2℃目標の達

成とそのための各国の NDC には大きな
ギャップがある。パネルディスカッションでは

（1)｢Beyond NDC（NDCを超えた）」に
向けたインフラ接続と（2）地域協力の新た
な柱としての水素エネルギーの2つの観点
から、このギャップを埋めるための国際・地
域協力の可能性を探りたい。「インフラ接
続」については、ADBとUNESCAPが推
進中のNAPSIプロジェクトがある。水素エ
ネルギーに関しては、パネリストから各国の
状況が報告された。具体的には、韓国に
おける水素経済の構築の計画、ロシアの
水素生産のポテンシャルの大きさ、日本に
おける水素・燃料電池戦略ロードマップの
策定、モンゴルにおける褐炭から水素を作
る技術への関心、そして新潟県の水素サ
プライチェーン構想である。

各パネリストには、NAPSI や水素経済
の実現可能性、それにかかわる技術進
歩、将来のクリーンエネルギー源としての
水素の手頃感や商業化の推進、これらの
問題にかかわる地域・国際協力の在り方
について、見解を伺いたい。

田村堅太郎
地域のインフラのインターコネクションに

ついては、温暖化対策として野心的な目標

を掲げているヨーロッパに比べると北東ア
ジアの域内協力は弱い。域内協力の可能
性はあるが地政学的な要因が障害になっ
ている。しかし、例えば日本が、国際協力
に依存するのではなく、再生可能エネル
ギーの変動制を抑えるツールの一つとして
国際協力するということであれば、電力供
給源のオプションが増え、安全保障にも貢
献できる可能性がある。最初から難しいと
国際協力の可能性を排除するよりは、それ
がどのような恩恵をもたらすか、参加各国
すべてに互恵的であるかを具体的に考え
ていく必要がある。

水素に関しては、ここ数年でかなり注目
を集めているが、一番のネックは価格であ
る。作るにも運ぶにも高い。水素は扱いが
難しいため、発電に使うためには技術的な
ハードルが高い。しかし、本当にネットゼロ
を目指すには、水素以外の最終的なオプ
ションが無い分野（例えば製鉄）には安い
水素を供給していかなければならないとい
う課題が存在する。アジア各国は競争関
係にもあるので難しい面もあるが、知見の
共有や共通の安全基準の策定などでは
協力していけると考える。

田中健人
現在、オーストラリアの褐炭水素を輸入

するプロジェクトが進んでいるが、将来的
にはこのようなグレー水素ではなくて、グリー
ン水素やブルー水素を輸入する必要があ
る。供給元としてはロシアなどが考えられ

る。日本国内での水素生産に関しては、電
気分解の場合は高い再エネコストがかか
り安く供給ができないため、国内生産から
輸入へつなげるというものにはならないと考
える。ただし、日本でも再エネに出力抑制
がかからなくなれば、安くエネルギーを供給
することができるので、海外から輸入と国
内で製造する水素を併せて使っていくもの
だと考える。

高世憲
北東アジア各国では NDC そのものより

その草案自体に課題が多い。また、パリ協
定の目標達成にむけた地域協力を進める
必要がある。例えば、北東アジア各国が水
素経済を目指す方針を打ち出していること
から、水素開発分野において協力の可能
性があり、これこそがより環境に優しいエネ
ルギーシステム構築のカギを握ると見てい
る。2004年時点で自動車部門における水
素生産をどうするか、その商業利用の可
能性が考えられていたが、15年以上経っ
てもまだコストが高く、価格競争がネックの
一つになっている。中国の場合、石炭や再
生可能エネルギーから水素を生成するな
ど様 な々選択肢がある。しかし、石炭は排
出原単位が高すぎるため、炭素の分離回
収が課題になる。水素の分野では、こうし
た技術協力ができるのではないだろうか。

インフラについては多国間の系統連係
が考えられる。天然ガスや石油パイプライ
ンの相互接続は重要になってきており、ロ
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機関が水素研究を続けている。広範囲な
国際協力を通じて水素技術の研究を進め
ていく必要がある。

原田大輔
水素のコストはまだ非常に高い。様 な々

事業が進められているが、これは経済的な
理由によるのではなく、政府が NDC の達
成のために行っているものである。そして
政府の方針が変化するかもしれないという
ことも考えておく必要がある。これはロシア
にとっては良いビジネスチャンスである。ロ
シアは、例えば日本や韓国など、水素を買
いたい、政府がそのための費用や補助金
を払うという国がいれば、ロシアは水素を
売ることができる。そして、将来的には技
術開発が進み、水素のコストは下がってい
くかもしれない。国際機関の見通しでは、
2035年頃には水素エネルギーは、CO2の
分離・回収した化石燃料に対しても競争力
を持つという。今のところは将来の行方は
はっきりしない。昨年、EU は経済を回復さ
せるために新しい産業に投資をする決断
をした。これは韓国のグリーンディールやデ
ジタル化のようなものである。2027年までの
期間で編成された大型予算はこれを推し
進める原動力となり、何らかの技術開発を
もたらす可能性がある。このようなやり方を
我 も々追随するべきかについては、疑念を
持っている。水素生産のコストは低下する
だろうが、水素は化石燃料に比べて熱量
が小さい。さらに必要な量の水素をどこか
ら調達するかという問題もある。水素は燃
料そのものではなく、キャリアである。自動
車のガソリンのように使えるかもしれないが、
トヨタミライなどの水素車も電気自動化され
る。そのため、水素の利用可能性は限ら
れている。ロシアにとっては、石油、ガスに
加えて、より高い水素も売れるかもしれない
ので、良いビジネスチャンスになる。日本は
NDCの達成のためにEUや韓国と歩調を
合わせるとしても、いずれにしてもおカネが
掛かる。中国やモンゴルも再生可能エネル
ギーのポテンシャルが大きく、グリーン水素
を生産して輸出できる大きなチャンスがあ
る。中国も石炭や原子力に代わって水素
の開発などを決断すべきだということかもし
れない。

ため、国や地域のパートナーが需要や輸
出を拡大させる方法を協力して考えられれ
ば良いだろう。技術に関する情報交換や、
水素のキャリア（パイプラインの構築・液化
など）や社会への導入方法についても共
同で考えていくことはできるのではないか。
この面を主導してきたのは日本だ。韓国は
日本を追いかけようとしているが、協力・協
調の枠組みを作り、多国間の協調を進め
ていくということが次のステップとして必要
になると考える。そのためには、最初に優
先分野を定めて枠組みを作り、知識、事
例、経験などを共有していく必要がある。
先進的な日本の経験を共有していただき
たい。

ポドコバルニコフ・セルゲイ
北東アジアにおける電力網の接続は十

分ではない。ロシアとモンゴルの電力協力
は70年にわたる長い歴史を持ち、両国間
には送電網が敷設されている。90年代に
は中国との電力協力が進められた。近年、
中国とモンゴルの間に送電網が敷設され
た。この電力はモンゴルの工業団地へ供
給されるが、全体としてはまだ十分ではな
い。

風力や太陽光を使った発電におけるモ
ンゴルの潜在力は大きい。ギガワットレベ
ルの太陽光発電所をゴビ砂漠に建設でき
るだろう。このような形で再生可能エネル
ギー発電を行っていく場合、地域内の電
力網の接続を維持できるかどうかが問題
になる。電力網の接続が実現できれば、
パリ協定の達成や低炭素開発ができるよ
うになるだろう。一方、電力網の接続には
様 な々難題がある。1つは、北朝鮮と韓国
との政治対立である。現状ではロシアと韓
国の間に、また中国の間に送電網を敷設
することは難しい。この課題は専門家も参
加したうえで、政治家が解決しなければな
らない問題である。電力システムの統合が
進めば、より広い範囲で再生可能エネル
ギーの開発が進むだろう。

水素は、ロシアの将来的なエネルギー
の選択肢の1つである。「ロスアトム」や「ガ
スプロム」などが水力発電や水素のプロ
ジェクトにかかわっている。ロスアトムは、
水素技術開発に関して日本の資源エネル
ギー庁と合意をした。他にもロシアの研究

シアとの接続が進んでいる。ロシアにとっ
ても輸出のためのインフラの接続は不可欠
である。北東アジアでは太陽光などの再生
可能エネルギーに依存するというのは難し
い。中国、韓国、日本には化石燃料がな
いということを考えると、水素エネルギーの
利用も考えられるが、難しい面がある。様々
な電力供給源の選択肢を組み合わせるこ
とが必要であろう。

バトジャルガル・ザンバ
インフラについては、モンゴルは主要なプ

レイヤーとはなりえない。隣国がギガワット
の単位で話をするのに対して、モンゴルは
メガワットのレベルでの話となる。そのため、
モンゴルは隣国の話をまず聞き、様 な々イン
フラ接続の構想においてどのような協力が
できるかを考えていく必要がある。例えば
韓国のスーパーグリッド構想や太陽光発電
といったアイデアについても、実際にこの電
力を中国や日本に輸出をするのは難しい
のではないかという話もある。アイデアその
ものはモンゴルも支持し支援をするが、近
隣国に関心がなければ、夢のままに終わっ
てしまう。また、テラワットレベルの風力・太
陽光・水力プロジェクトもあるが、水力は国
内に限定されている。モンゴルにはロシアな
どとの共同の計画があるが、技術面に限
らず様 な々問題があり、相互理解を深めて
いく必要がある。

水素エネルギーについては、水素をどの
ように生産するかという課題がある。日本
や韓国など北東アジア各国とこの分野で
協力を進められれば、我 と々しては大変嬉
しく思う。

梁義錫（ヤン・ウィソク）
大量の利用には水素エネルギーはあま

りにも高い。長期的には水素市場は発展
するだろう。しかし、今のところ生産・供給
コストが高いため、水素経済の発展の今
後の行方を見通すことは難しい。多くの国
は再生可能エネルギーから水素を作ろうと
している。

水素の潜在的な供給者であるロシアや
カナダとの間に、水素エネルギーの協力・
取引・利用のメカニズムをどのように構築す
るかが問題である。また、水素の需要が
どの程度かを予測することは難しい。その
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